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県有施設省エネルギー等
対策推進事業

資料３－１
事業の経緯（なぜ省エネ？）

省エネルギー

省エネ法の改正

温暖化対策法
京都議定書 東日本大震災の発生

電力需給対策

庁舎維持管理費
（光熱水費）の削減

庁舎の適正利用
快適な執務環境

経営改善
ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
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県有施設省エネルギー等対策推進事業費 【㉖事業費：３５，３２８千円】

インハウスエスコ事業
（⑰～⑱ 庁内ベンチャー）

49施設で53,030千円/年を削減

県有施設省エネ診断等事業
（㉓～㉔ 緊急雇用創出対策）
30施設の診断、改善手法提案

省エネ診断サービス
（㉒～㉕ 一般財団法人

省エネルギーセンターによる）
26施設の改善提案

26年度以降も実施予定

事業内容と手法

・県有の190施設を対象に、設備機器の現地調査
を実施（簡易な設定調整等を含む）
・蛍光灯型LEDランプ導入の基準等について検討
するための照明器具の現状把握
㉕120施設、㉖ 69施設

１ 設備機器運用改善等調査
【㉖ 6,305千円】効果額1,725千円/年】

２４～２６年度の３カ年で、財産管理課が調整
を行い部局を横断し集中的に実施

２ 運用改善等実施
【㉖ 29,023千円】効果額14,575千円/年】

効果

エネルギー使用量・
光熱水費の節減

設備機器の
一元管理等による
維持管理経費節減

省エネルギーと
適切な室内環境の確

保

投資コスト（㉖実施分）は約2.2年で回収
㉖事業費35,328千円→効果額16,300千円/年

これまでの取組

県内設備業者の

ノウハウ蓄積と
新たな仕事づくり

設備機器について複数施設の一元管理や機器の合理化等
による維持管理経費の節減可能性を調査検討

省エネの手法の
市町村等への波及

短期での投資回収が見込まれる設備の運用改善
や省エネ設備への更新等を実施
㉖ 24施設程度
㉔,㉕18施設（事業費20,776千円→効果額10,015千円/年）

さらに進めた
節減・合理化の検討

３ 設備管理一元化等検討

ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
用

提案された効果を早期に
得るため㉔9月補正で着手

運
用
改
善
等
の

提
案
に
つ
い
て

実
施
検
討

県
内

設
備
業
者
に

委
託

エネルギー使用量
（原油換算。24年度実績。）

2.9万ｷﾛﾘｯﾄﾙ（3.51%増)

毎年度固定的に支出

光熱水費

24.4億円(3.37%
増)

維持管理
業務委託
25.1億円
（2.08%減)

知事部局
７０施設
教育庁
９４施設
警察本部
２５施設

県有の２０３施設
（県営住宅、青い森鉄道、公営企業の
施設等は除く。）（）は昨年比の増減

調
査
・
診
断
に
よ
る

提
案
の
活
用

（移転予定等
の14施設を除
く）

㉕～㉖
全施設の

調査・調
整、
提案による

運用改善等
を実施

現状と課題

１８９施
設部

局
横
断
に
よ
る

集
中
・
効
率
的
実
施
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エネルギーの使用の合理化等に関する法律

1. 同法が規制する４つの分野

①工場・事業場

②輸送

③住宅・建築物

④機械器具・建築材料
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工場・事業場から事業者へ

平成22年3月31日まで

エネルギー管理指定工場に指定され、法の対象となる 対象外

年間エネルギー使用量(原油換算)1,500キロ
リットル以上の工場・事業場が対象
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工場・事業場から事業者へ

平成22年4月1日から

エネルギー管理指定工場に指定され、法の対象となる

年間エネルギー使用量(原油換算)1,500キ

ロリットル以上の特定事業者として指定
され、法の対象となる
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省エネ法関係の体制

代表者

エネルギー管理統括者
（事業の実施を統括管理する者）

エネルギー管理企画推進者
（エネルギー管理士又は

エネルギー管理講習修了者）

エネルギー管理員エネルギー管理員 7

特定事業者の主な義務

1. エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者の選任

2. 判断基準の遵守（管理標準の設定、省エネ措置の実施等）

3. 中長期的にみて年平均１％以上のエネルギー消費原単位の

低減の努力目標

4. 国から指導・助言あるいは報告の徴収・立ち入り検査等が

ありえる

8



エネルギー使用量とは
 電気、Ａ重油、灯油等複数のエネルギーを使用

それらを一元的に把握するため
→熱量に変換

 灯油 １キロリットル当たり 36.7 GJ(ｷﾞｶﾞｼﾞｭｰﾙ)

 Ａ重油 １キロリットル当たり 39.1 GJ

 売電 １，０００kWh（昼間）当たり 9.97 GJ

★灯油18リットル と 売電66kWh は同じ熱量
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エネルギー使用量計算例
 自治研修所におけるH23年度

 灯油 1,110 リットル

 A重油 30,393 リットル

 都市ガス（青森ガス（株）） 1,828 立米(㎥)

 売電（東北電力） 126,833 kWh

 合計 2,578 GJ

（原油に換算すると 67.5キロリットル分）
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エネルギー消費原単位
エネルギー使用量

エネルギーの消費量と密接な関係を持つ値

例えば、製品を作る工場

①10個の製品を作るために、エネルギーを100使用

→原単位 100/10 = 10

②20個の製品を作るために、エネルギーを180使用

→原単位 180/20 = 9

②は①に比べて、効率10%up!
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エネルギー使用量（H23年度)

知事部局, 
16,033 

教育庁, 14,294 

警察本

部, 
3,348 

単位
原油換算キロリットル
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エネルギー使用割合（H23）

48.7%

37.9%

12.0%
0.8% 0.6%

電気

A重油

灯油

その他油

ガス

71.8%

21.2%

6.3% 0.3% 0.5%

電気

A重油

灯油

軽油

ガス

知事部局 教育庁

46.7%
32.6%

18.9% 1.8%

電気
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警察本部
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エネルギー消費原単位の推移
(H21の値を１とした場合)
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知事部局(庁舎等)

教育庁

警察本部
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これまでの取組について
 インハウスエスコ事業（H17～H18）

 県有施設省エネ診断等事業（H23～H24）

 県有施設省エネ等対策推進事業（H24～H26）
 設備機器運用改善等調査

 運用改善等実施（工事・委託）

 設備管理一元化の検討

 省エネ診断サービス
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そもそもESCO（エスコ）事業とは？

維持管理業務委託費を対象
とする場合もある。

概ね10年程度
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県有施設省エネ診断等業務(H24)

17

省エネ診断とは？
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省エネ改善提案事項
 省エネ診断の結果示されるもの

 提案区分Ⅰ 運用にて実現可能な提案

 提案区分Ⅱ 投資回収年数が５年以下の提案

 提案区分Ⅲ 投資回収年数が５年を超える提案
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省エネ改善提案 区分Ⅰの例
 ボイラー等の空気比改善

 エアコン室外機の電源遮断

 照明の間引き
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省エネ改善提案 区分Ⅱの例
 配管バルブの保温

 トイレ等の照明を人感センサーにて管理

 トイレ擬音装置の導入

 変圧器の統合

 ポンプ等にインバータの導入

 照明器具の高効率化

 トイレの洗浄をフラッシュバルブ方式へ
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省エネ改善提案 区分Ⅲの例
 照明器具、誘導灯のLED化

 窓ガラスに遮熱・断熱フィルム設置
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県有施設省エネルギー等対策推進事業
H24,25における主な改善項目

1.ポンプ等のインバータ導入

2.バルブ及びフランジの保温

3.変圧器の統合

4.擬音装置

5.照明センサー設置
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ポンプ等にインバータの導入

インバータ導入がはるかに省エネ

設備導入費用は、１年程度の電気
料金で元が取れる！

 ポンプは、定格電力により風量（流量）が決定する。

→しかし、実際に必要な風量（流量）は定格以下

 ダンパ

物理的な抵抗（仕切り）により風量
を制限

 インバータ

周波数を可変制御し運転電力を制御
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ポンプ等のインバータ導入
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配管・バルブ・フランジの保温
 配管やバルブ、フランジの保温されていない部分か
ら、熱が放出される → 機械室内が高温に
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変圧器の統合
 負荷の分散又は将来の負荷増設等を見込み、過大、過剰な
変圧器が設置されている場合がある。

 複数の変圧器に接続されている負荷を１台の変圧器にまと
め、変圧器の稼働台数を減らすことで省エネを図る。
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擬音装置の導入
 トイレ使用時の音を隠すために流す水を節約する。

 女性が多い庁舎において、特に効果的。

（投資回収：１～２年）
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トイレ等の照明を人感センサーにて管理
 消し忘れによる無駄な電気を節約。

 動作保持時間や明るさセンサは要調整。
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電気料金（高圧受電の場合）

 電気料金＝基本料金＋従量料金

 基本料金は契約電力×単価

契約電力は、過去１年の電気の使用状況で決まる！

 従量料金は使用電力量×単価

電気を節約すれば料金は下がる！
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契約種別

標準電圧
基本料金

(円/kW・月)
電力量料金 (円/kWh)

夏季 その他季

6,000V 1,630円80銭 16円51銭 15円34銭

標準電圧
基本料金

(円/kW・月)

電力量料金 (円/kWh)

ピーク時間 夏季昼間 その他季昼
間

夜間

6,000V 1,630円80銭 20円36銭 18円85銭 17円81銭 11円12銭

業務用電力

季節別時間帯別電力 昼より夜が得な契約
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契約電力（500kW以上は除く）
 契約電力
＝過去1年間の最大需要電力（ＤＭ：デマンド）

（30分の間に使用した電力の最大値）
71 76
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最大需要電力（当月DM）

契約電力
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契約電力を下げるために
 デマンド監視装置

電力使用量が高くなるとお知らせする装置
強制で不要な電源を遮断する機能付もある

 施設管理者による省エネ・節電

（自前デマンドコントロール）
 冷房を使うときは、照明や換気等を間引く。

 機器の動作タイミングをずらす。

（機器の立ち上げ時に一番大きな電力を使用する）

 そもそも使わない

★一時の油断で、向こう１年間の電気料金を上げることに…
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室内の空気環境について
 建築物における衛生的環境の確保に関する法律
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換気量の目安
 部屋の用途変更した場合は、換気量の設定変更に注意

会議室から事務室に変更
すると、必要な換気量は
半分となる

35



 

・省エネ手法（インハウスエスコ事業から） 
・自治研修所省エネ診断結果 

省エネルギー手法など 
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